
 

ChatGPT Agentによる企業知財部門のIPランドスケー

プ業務変革：日本法制度下での実現可能性と法的課題 

要約 

2025年7月17日にリリースされたChatGPT Agentは、自律的な情報収集、高度なデータ分析、複数ツー

ルの連携機能を備えた革新的なAIエージェントシステムである[1][2][3]。本調査では、日本の企業

知財部門におけるIPランドスケープ業務への活用可能性を、情報収集・分析・可視化・報告の各段階

で詳細に検証した。ChatGPT Agentは従来の特許調査業務を大幅に効率化し、AIによる自動検索、パ

テントマップ生成、戦略的レポート作成を実現できる可能性が高い。しかし、著作権法30条の4、弁

理士法の鑑定業務、不正競争防止法の営業秘密保護などの法的課題に対する慎重な対応が必要であ

る。 

1. IPランドスケープ業務の定義と目的 

1.1 IPランドスケープの基本概念 

IPランドスケープとは「経営戦略又は事業戦略の立案に際し、（1）経営・事業情報に知財情報を取

り込んだ分析を実施し、（2）その結果（現状の俯瞰・将来展望等）を経営者・事業責任者と共有す

ること」と定義される[4]。これは従来の「守りの知財」から「攻めの知財」への転換を意味し、知

財部門が経営企画機能を担う重要な変革である[5]。 

1.2 業務フローの構成要素 

IPランドスケープの基本フローは以下の4つのステップで構成される[6]: 

1. 知財状況の把握: 特許動向調査、パテントマップ作成 

2. 市場状況の付加: マクロ・ミクロ市場情報の統合 

3. 分析・ビジュアル化: 統合的分析とグラフィカルな表現 

4. 経営層への提示: 戦略提言と意思決定支援 



従来のパテントマップが特許価値向上を目的とした現状分析（仮説検証）中心であったのに対し、IP

ランドスケープは企業価値向上・事業戦略立案を目的とした将来予測（仮説構築）に重点を置く

[7]。 

2. ChatGPT Agentの機能と特徴 

2.1 統合型エージェントシステム 

ChatGPT Agentは従来の「Operator」のブラウザ操作機能と「Deep Research」の情報統合能力、そし

てChatGPTの対話能力を統合したエージェントシステムである[8]。専用の仮想コンピューター上で動

作し、推論とアクションを滑らかに切り替えながら複雑なワークフローを一貫して処理できる[3]。 

2.2 主要機能 

ChatGPT Agentの主要機能には以下が含まれる[2]: 

• マルチツール活用: ビジュアルブラウザ、テキストブラウザ、ターミナル、APIアクセスの統合

利用 

• 自律的情報収集: 自然言語指示に基づく最適な検索クエリの生成・実行 

• データ分析・可視化: Pythonコードの実行による高度なデータ分析 

• レポート自動生成: 編集可能なスライドやスプレッドシートの自動作成 

• 外部アプリ連携: Google Drive、Gmail、GitHub等との安全な接続 

2.3 利用条件と制限 

ChatGPT AgentはPro、Plus、Teamプランのユーザーに順次提供され、Proユーザーは月400回、Plus・

Teamユーザーは月40回のメッセージ送信が可能である[9]。Enterprise/Educationプランへの提供は

数週間内に予定されている[3]。 

3. 情報収集フェーズでの活用可能性 

3.1 横断的情報収集の自動化 

ChatGPT Agentは日本の特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）や国外の特許データベース（USPT

O、EPO、WIPO等）を横断的に自動検索する能力を有する[10][11]。J-PlatPat刷新予定（2029年1月）



で追加される検索結果のグラフ化機能やAI活用の初心者向け検索補助機能とも高い親和性を示すと予

想される[12][13]。 

3.2 最適検索クエリの生成 

既存のAI特許検索ツールでは、自然言語入力から関連特許を自動抽出し、検索式作成に必要な類義語

や関連語を一括抽出する機能が実証されている[14][15]。ChatGPT Agentの高度な自然言語処理能力

により、これらの機能をさらに発展させた包括的な検索戦略の自動生成が期待される。 

3.3 多言語対応と翻訳機能 

ChatGPT Agentは多言語での特許文献検索と翻訳を同時実行できる[3]。特に中国・韓国特許の翻訳検

索や、J-PlatPatで予定されているUS/EP/WO英語公報の翻訳文追加と組み合わせることで、国際的な

特許調査の効率化が実現される[13]。 

4. 分析フェーズでの活用可能性 

4.1 大量文献の自動解析 

ChatGPT Agentは数万～数十万件の特許文献を解析し、技術トレンド、競合他社動向、研究開発の空

白領域、キープレイヤーを自動特定できる可能性が高い[16][17]。既存のAI分析ツールでは、最大4

分の1の時間短縮が実証されており[14]、ChatGPT Agentではさらなる効率化が期待される。 

4.2 特許請求範囲の自動解釈 

特許請求の範囲の解釈や技術内容の要約において、ChatGPT Agentの高度な自然言語理解能力は従来

手法を大幅に上回る精度を提供する可能性がある[18]。特に「Technology Size」等の権利範囲定量

化手法と組み合わせることで、特許価値評価の自動化も実現できる[16]。 

4.3 AIによる自動分類機能 

PatentSQUAREなどの既存システムでは、AI自動分類機能により年間1,800時間の調査工数削減が報告

されている[19]。ChatGPT Agentの機械学習能力により、さらに高精度な技術分類と重要特許の自動

絞り込みが実現される。 

5. 可視化・報告フェーズでの活用可能性 



5.1 パテントマップの自動生成 

ChatGPT Agentはパテントマップ、出願件数推移グラフ、引用関係図等を自動生成できる[20][21]。X

軸・Y軸に出願人、出願年度、特許分類（IPC、FI、Fターム等）を設定した多様な可視化パターンに

対応し、ワンクリックでの分析結果生成が可能である。 

5.2 対象者別レポート自動調整 

ChatGPT Agentの対話能力により、経営層向け、開発部門向けなど報告対象者に応じたレポート構成

や要約レベルの自動調整が実現される[22]。編集可能なスライドやスプレッドシートの自動生成によ

り、プレゼンテーション準備時間の大幅短縮も期待される。 

5.3 リアルタイム分析更新 

ChatGPT Agentの継続学習機能により、特許出願状況の変化に応じたリアルタイムでの分析更新が可

能となる。これにより、従来の静的なIPランドスケープから動的な戦略支援ツールへの進化が実現さ

れる。 

6. 日本法制度下での法的課題 

6.1 著作権法の適用（第30条の4） 

著作権法第30条の4は「情報解析」等の非享受目的での著作物利用を原則として許容している[23][2

4]。AIの学習データとして特許文献を収集・複製する行為は、「感情の享受を目的としない利用」と

して適法性が認められる可能性が高い[25]。ただし、「著作権者の利益を不当に害する場合」は例外

とされており、情報解析用に販売されているデータベースとの競合関係には注意が必要である[26]。 

6.2 弁理士法の鑑定業務との関係 

弁理士法において「知的財産に関する鑑定業務」は弁理士の独占業務とされている[27][28]。ChatGP

T Agentによる特許の有効性判断や侵害可能性の分析が「鑑定」に該当する場合、弁理士法違反のリ

スクが生じる。ただし、情報提供や予備的分析に留める限り、鑑定業務には該当しないと解される。 

6.3 不正競争防止法と営業秘密 

ChatGPT Agentに営業秘密を入力した場合、①秘密管理性、②有用性、③非公知性の3要件が失われ、

営業秘密としての法的保護を受けられなくなるリスクがある[29][30]。特に学習データとして取り込



まれた情報は非公知性を失う可能性が高く、厳格なアクセス管理と秘密保持契約が必要である[31][3

2]。 

7. リスクと対策 

7.1 AI生成結果の正確性・信頼性 

AIシステムには誤情報生成（ハルシネーション）やデータドリフトによる判断精度低下のリスクが存

在する[33]。2023年のChatGPTによる架空判例引用事件のように、実在しない特許情報の生成リスク

に対し、人的検証プロセスの組み込みが必須である。 

7.2 経営判断リスクと責任分配 

AIの誤った分析に基づく経営判断のリスクについて、AI提供者、システム開発者、利用企業間の責任

分配を契約上明確化する必要がある[34][35]。特にAIエージェントの自律的判断による予期せぬ結果

については、ガードレール設定と人的監督体制の確立が重要である。 

7.3 AIガバナンス体制の構築 

AIガバナンスとは「AIの利活用によって生じるリスクをステークホルダーにとって受容可能な水準で

管理しつつ、そこからもたらされる正のインパクトを最大化する技術的、組織的、社会的システムの

設計・運用」である[36]。経営層のリーダーシップのもと、知財部門、法務部門、技術部門が連携し

たAIガバナンス体制の構築が必要である[37]。 

8. 実践的導入課題と対策 

8.1 段階的導入アプローチ 

ChatGPT Agentの導入は、低リスク業務から段階的に開始することが推奨される[38]。まず情報収

集・整理業務での試行導入を行い、効果検証後に分析・戦略提言業務へ拡大する段階的アプローチが

適切である。 

8.2 人材育成と業務フロー再設計 



AI導入により知財部門の役割は「特許事務所的機能」から「知財コンサル・経営コンサル機能」へ変

化する[4]。従来の特許調査スキルに加え、AI活用スキル、戦略分析スキル、経営提言スキルの習得

が必要となる。 

8.3 品質管理体制の確立 

AIの品質リスクに対応するため、以下の3段階での品質管理体制確立が必要である[33]: 

1. 設計段階: 学習データの品質確保とバイアス除去 

2. 検証段階: リリース時の品質検証と正答率確認 

3. 運用段階: 継続的モニタリングと品質維持 

9. 総合評価と今後の展望 

9.1 変革の可能性 

ChatGPT Agentは日本の企業知財部門のIPランドスケープ業務に以下の変革をもたらす可能性がある: 

• 業務効率化: 特許調査時間の75-80%削減[14][15] 

• 分析の高度化: 数万件レベルの文献解析と高精度な技術動向予測 

• 戦略的意思決定支援: リアルタイムでの競合分析と市場機会発見 

9.2 成功要因 

導入成功のための重要な要因は以下の通りである: 

1. 経営層のコミットメント: AIガバナンス体制への明確な支持 

2. 法的リスク管理: 著作権法、弁理士法、不正競争防止法への適切な対応 

3. 段階的導入: 低リスク業務からの試行的導入と効果検証 

4. 人材育成: AI活用スキルと戦略分析能力の組織的向上 

9.3 将来展望 

2029年のJ-PlatPat刷新、AI推進法の施行等により、AI活用環境は急速に整備されつつある[12][3

6]。ChatGPT Agentのような高度なAIエージェントシステムは、知財部門の業務革新と企業競争力強



化の重要な手段となることが確実である。ただし、技術的可能性と法的制約のバランスを慎重に見極

めながら、責任あるAI活用を推進することが不可欠である。 

結論 

ChatGPT Agentは企業知財部門のIPランドスケープ業務を根本的に変革する潜在力を有する一方、日

本の法制度下では著作権法、弁理士法、不正競争防止法等の複数の法的課題への対応が必要である。

成功的な導入には、技術的機能の活用と法的リスク管理の両立、そして組織的なAIガバナンス体制の

確立が不可欠である。適切な導入戦略により、従来の知財業務を大幅に効率化し、企業の戦略的意思

決定を高度化する強力なツールとなることが期待される。 
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